
証券コード　1982

平成29年６月８日

株 主 各 位

東京都港区芝浦四丁目２番８号

代表取締役社長 西 村 善 治

第52回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第52回定時株主総会を下記により開催いたしますので、
ご出席くださいますようご通知申しあげます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成29年６月28日（水曜日）
午後５時30分までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成29年６月29日（木曜日）午前10時
２．場 所 東京都港区芝浦三丁目４番１号

グランパーク　プラザ４Ｆホール
（昨年と同じ建物ですが、階及び会場が異なりますので、お
　間違えのないようお願い申しあげます。末尾の会場ご案内
　図をご参照ください。）

３．会議の目的事項
報 告 事 項 １．第52期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）事

業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連
結計算書類監査結果報告の件

２．第52期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）計
算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案
第２号議案
第３号議案

剰余金の処分の件
取締役９名選任の件
取締役等に対する業績連動型株式報酬等の額および内容決定
の件

以　上

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。
なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が

生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　
http://www.hibiya-eng.co.jp/）に掲載させていただきます。
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（添付書類）

事　業　報　告

(平成28年４月１日から)平成29年３月31日まで

１．企業集団の事業の現況

(1)事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国の経済は、政府や日本銀行による各種施策効

果もあり、引き続き穏やかな回復基調で推移してまいりました。設備投資は企

業収益が高水準で推移するなかで、緩やかな増加基調にあり、個人消費は雇用・

所得環境の改善を背景に持ち直しの動きが見られました。

建設業界におきましては、再開発事業や経済対策に伴う公共事業の増加を背

景に、市況は堅調に推移いたしました。

　このような状況のもとで当社グループは、2014年度よりスタートした「第５

次中期経営計画」に則り、ＬＣトータルソリューション営業を推進してまいり

ました。また、組織的な集約購買やグループの技術を活かした施工省力化と品

質向上による競争力のある原価の構築、事故撲滅に向けた安全品質管理の推進、

コンプライアンスの徹底やＩＣＴ化推進による業務効率化等の経営基盤強化に

取り組むなど、昨年７月のグループ創業50周年を機に更なる成長ステージへの

飛躍を目指してまいりました。

　その結果、受注高につきましては、前連結会計年度比0.6％増の773億65百万

円となりました。

　売上高につきましては、前連結会計年度比1.3％減の783億87百万円となりま

した。

　利益につきましては、営業利益は前連結会計年度比20.0％増の56億８百万円、

経常利益は前連結会計年度比10.0％増の69億76百万円、親会社株主に帰属する

当期純利益は前連結会計年度比12.2％増の52億７百万円となりました。
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なお、セグメント別の業績は次のとおりであります。

①   　設備工事事業

売上高は690億21百万円（前連結会計年度比2.4％減）、営業利益は

48億97百万円（前連結会計年度比20.7％増）となりました。

②   　設備機器販売事業

売上高は60億90百万円（前連結会計年度比12.0％増）、営業利益は

３億16百万円（前連結会計年度比43.1％増）となりました。

③   　設備機器製造事業

売上高は32億75百万円（前連結会計年度比0.2％減）、営業利益は

３億83百万円（前連結会計年度比1.6％減）となりました。

(2) セグメント別の受注高、売上高、繰越高
（単位：百万円）

区　　　分 前期繰越高 当期受注高 当期売上高 次期繰越高

設 備 工 事 事 業 38,574 67,838 69,021 37,390

設 備 機 器 販 売 事 業 － 6,090 6,090 －

設 備 機 器 製 造 事 業 238 3,436 3,275 399

合　　　　計 38,812 77,365 78,387 37,790

－ 3 －



(3) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

①　企業集団の財産及び損益の状況の推移

区　　　　　　　分
第　49　期
(平成25年度)

第　50　期
(平成26年度)

第　51　期
(平成27年度)

第52期(当期)
(平成28年度)

受 注 高 (百万円） 72,385 73,105 76,903 77,365

売 上 高 (百万円） 69,466 71,329 79,401 78,387

経 常 利 益 (百万円） 2,886 3,059 6,344 6,976

親 会 社 株 主 に
帰 属 す る 当 期 純 利 益

(百万円） 2,215 2,630 4,641 5,207

１株当たり当期純利益 (円） 72.78 87.62 156.88 178.49

総 資 産 (百万円） 83,531 84,725 91,900 93,661

純 資 産 (百万円） 57,068 58,939 59,947 63,719

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円） 1,828.81 1,912.49 1,966.69 2,117.40

②　当社の財産及び損益の状況の推移

区　　　　　　　分
第　49　期
(平成25年度)

第　50　期
(平成26年度)

第　51　期
(平成27年度)

第52期(当期)
(平成28年度)

受 注 高 (百万円） 63,261 64,996 67,594 67,197

売 上 高 (百万円） 60,794 62,572 70,185 68,449

経 常 利 益 (百万円） 2,019 1,923 4,510 5,221

当 期 純 利 益 (百万円） 1,323 1,801 3,167 3,915

１株当たり当期純利益 (円） 43.22 59.65 106.37 133.34

総 資 産 (百万円） 58,591 59,542 64,242 63,449

純 資 産 (百万円） 36,106 36,790 36,659 38,623

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円） 1,183.90 1,223.31 1,235.12 1,320.20

(4) 設備投資の状況

特記すべき事項はありません。

(5) 資金調達の状況

特記すべき事項はありません。

(6) 主要な借入先（平成29年３月31日現在）

特記すべき事項はありません。
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(7) 企業集団が対処すべき課題

今後の見通しにつきましては、政府の大型経済対策による財政支出などを背

景に、景気は穏やかな回復基調で推移すると見込まれるものの、海外経済の動

向に関する不確実性など、先行き不透明な状況にあります。

建設業界におきましては、底堅い民間設備投資をはじめ、東京五輪への期待

や防災・減災意識の高まり等から、引き続き堅調に推移すると予測されます。

一方、国や業界団体が「働き方改革」「ＩＣＴの活用による生産性向上」の実

現に向けた取り組みを主導的に提唱しており、建設業界にも大きな変革が求め

られております。

このような状況のもと、当社グループは、2017年度を初年度とし、2019年度

までの３年間の事業運営に関する「第６次中期経営計画」を策定いたしました。

本中期経営計画は、「長期的かつ安定的な事業の継続と発展を目指した“企

業体質変革の定着と強化”」を基本方針とし、以下の２点を基本戦略としてお

ります。

　第１に、担い手を確保できる魅力ある企業グループづくりに向けた人財への

積極的な投資、ＩＣＴの徹底活用による業務改革の実現とマネジメントの強化

を目指す「人財とＩＣＴへの投資による働き方改革」、第２に、営業・エンジ

ニアリングサービスが一体となったストックビジネスの充実・拡大、グループ

連携や他社とのアライアンスによるサービスモデルの構築を目指す「ＬＣトー

タルソリューションの高度化」であります。

　また、コンプライアンスの徹底やリスク管理体制の整備、資本効率の向上と

株主還元の拡充等のステークホルダーへの貢献にも取り組んでまいります。

　なお、第６次中期経営計画の各年度（2017年度～2019年度）を通じての連結

業績目標は、売上高750億円以上、営業利益40億円以上、経常利益50億円以上、

親会社株主に帰属する当期純利益30億円以上、ＲＯＥ5.0％以上、8.0％の継続

的な達成を目指すとしております。

　株主の皆様におかれましては、今後ともなにとぞ格別のご理解とご支援を

賜りますようお願い申し上げます。
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(8) 主要な事業内容（平成29年３月31日現在）

当社グループは、当社、連結子会社の日比谷通商株式会社、ニッケイ株式会

社、ＨＩＴエンジニアリング株式会社及び持分法適用関連会社の日本メックス

株式会社で構成され、空調設備、衛生設備、電気設備等の計画、設計、監督並

びに施工を行う設備工事事業と、これら設備工事に係る機器の販売等を行う設

備機器販売事業、並びに設備工事に係る機器の製造等を行う設備機器製造事業

を主な内容として事業活動を展開しております。

当社グループの事業に係る位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は、

次のとおりであります。

①　設備工事事業

当社は、総合設備工事業を営んでおり、連結子会社であるＨＩＴエン

ジニアリング株式会社は、生産設備等の設計・施工・保守管理を行って

おります。さらに、持分法適用関連会社である日本メックス株式会社は、

建物全体の保守・維持管理と工事の中で設備工事の施工も行っておりま

す。

②　設備機器販売事業

連結子会社である日比谷通商株式会社が設備機器の販売及びメインテ

ナンスを行っております。

③　設備機器製造事業

連結子会社であるニッケイ株式会社が設備機器の製造及び販売を行っ

ております。
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(9) 従業員の状況（平成29年３月31日現在）

①　企業集団の従業員の状況

事業の種類別セグメントの名称 従　業　員　数 (名)

設 備 工 事 事 業 734

設 備 機 器 販 売 事 業 56

設 備 機 器 製 造 事 業 78

合 計 868

（注）従業員数は就業人員であります。

②　当社の従業員の状況

従 業 員 数(名) 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

716 17名増 44.2歳 18.0年

（注）１．従業員数は就業人員であります。

２．従業員数は社員及び常勤顧問、常勤嘱託の員数で、非常勤顧問等6名、臨時雇用者2名

は含まれておりません。

(10) 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 な 事 業 内 容

日比谷通商株式会社 75百万円 73.67％ 建築設備機器類の販売及びメインテナンス

ニッケイ株式会社 78百万円 48.08％ 建築設備機器類の製造及び販売

HITｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ株式会社 20百万円 100.00％ 生産設備等の設計・施工・保守管理

(11) 主要な事業所（平成29年３月31日現在）

①　当社の主要な事業所

本 社 東京都港区芝浦四丁目２番８号

東 京 本 店 東京都港区芝浦三丁目４番１号

支 店 北海道支店（札幌市）東北支店（仙台市）

横浜支店（横浜市） 東海支店（名古屋市）

北陸支店（金沢市） 関西支店（大阪市）

四国支店（松山市） 中国支店（広島市）

九州支店（福岡市）

②　子会社の主要な事業所

日 比 谷 通 商 株 式 会 社 本社：東京都港区

ニ ッ ケ イ 株 式 会 社 本社：東京都品川区

HITｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ株式会社 本社：富山県富山市
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２．株式の状況（平成29年３月31日現在）

(1) 株式数及び株主数

発行可能株式総数 発行済株式の総数 株　主　数

96,500,000株 31,000,309株 2,685名

(2) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 1,499,700株 5.15％

エ ヌ ・ テ ィ ・ テ ィ 都 市 開 発 　 株 式 会 社 1,371,000 4.71

日 比 谷 総 合 設 備 取 引 先 持 株 会 1,296,760 4.45

住 友 不 動 産 　 株 式 会 社 979,200 3.36

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社
（退職給付信託口・株式会社百十四銀行口）

900,000 3.09

株 式 会 社 　 三 井 住 友 銀 行 853,996 2.93

一 般 社 団 法 人 　 電 気 通 信 共 済 会 838,648 2.88

第 一 生 命 保 険 　 株 式 会 社 818,000 2.81

株 式 会 社 　 り そ な 銀 行 601,916 2.07

共 立 建 設 　 株 式 会 社 594,237 2.04

 (注) 持株比率は、自己株式1,881,980株を控除して計算しております。

(3) その他株式に関する重要な事項

　定款授権に基づく取締役会決議による自己株式の取得

普通株式 462,200株

取得価額の総額 759百万円

　　取得を必要とした理由

　経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能にするため。
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３．新株予約権等に関する事項
(1) 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権等の

状況（平成29年３月31日現在）

名 称 第３回新株予約権 第４回新株予約権

発 行 決 議 日 平成21年８月11日 平成22年６月29日

新株予約権の数 59個 180個

新株予約権の目的となる
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 5,900株 普通株式 18,000株

(新株予約権１個につき　100株) (新株予約権１個につき　100株)

新 株 予 約 権 の
払 込 金 額

新株予約権と引き換えに払い込みは要しない 新株予約権と引き換えに払い込みは要しない

新 株 予 約 権 の
行 使 に 際 し て
出 資 さ れ る
財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり  100円 新株予約権１個当たり  100円

（１株当たり 1円) （１株当たり 1円)

権 利 行 使 期 間
平成21年10月２日から
平成51年10月１日まで

平成22年７月27日から
平成52年７月26日まで

行 使 の 条 件 （注）１ （注）２

取 締 役 の 保 有 状 況
(社外取締役を除く)

新株予約権の数： 59個 新株予約権の数： 180個

目的となる株式数： 5,900株 目的となる株式数： 18,000株

保有者数： 2人 保有者数： 4人

名 称 第５回新株予約権 第６回新株予約権

発 行 決 議 日 平成23年６月29日 平成24年６月28日

新株予約権の数 205個 196個

新株予約権の目的となる
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 20,500株 普通株式 19,600株

(新株予約権１個につき　100株) (新株予約権１個につき　100株)

新 株 予 約 権 の
払 込 金 額

新株予約権と引き換えに払い込みは要しない 新株予約権と引き換えに払い込みは要しない

新 株 予 約 権 の
行 使 に 際 し て
出 資 さ れ る
財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり  100円 新株予約権１個当たり  100円

（１株当たり 1円) （１株当たり 1円)

権 利 行 使 期 間
平成23年８月９日から
平成53年８月８日まで

平成24年７月24日から
平成54年７月23日まで

行 使 の 条 件 （注）３ （注）４

取 締 役 の 保 有 状 況
(社外取締役を除く)

新株予約権の数： 205個 新株予約権の数： 196個

目的となる株式数： 20,500株 目的となる株式数： 19,600株

保有者数： 5人 保有者数： 6人
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名 称 第７回新株予約権 第８回新株予約権

発 行 決 議 日 平成25年６月28日 平成26年６月27日

新株予約権の数 182個 118個

新株予約権の目的となる
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 18,200株 普通株式 11,800株

(新株予約権１個につき　100株) (新株予約権１個につき　100株)

新 株 予 約 権 の
払 込 金 額

新株予約権と引き換えに払い込みは要しない 新株予約権と引き換えに払い込みは要しない

新 株 予 約 権 の
行 使 に 際 し て
出 資 さ れ る
財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり  100円 新株予約権１個当たり  100円

（１株当たり 1円) （１株当たり 1円)

権 利 行 使 期 間
平成25年７月23日から
平成55年７月22日まで

平成26年７月23日から
平成56年７月22日まで

行 使 の 条 件 （注）５ （注）６

取 締 役 の 保 有 状 況
(社外取締役を除く)

新株予約権の数： 182個 新株予約権の数： 118個

目的となる株式数： 18,200株 目的となる株式数： 11,800株

保有者数： 7人 保有者数： 7人

名 称 第９回新株予約権 第10回新株予約権

発 行 決 議 日 平成27年６月26日 平成28年６月29日

新株予約権の数 149個 178個

新株予約権の目的となる
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 14,900株 普通株式 17,800株

(新株予約権１個につき　100株) (新株予約権１個につき　100株)

新 株 予 約 権 の
払 込 金 額

新株予約権と引き換えに払い込みは要しない 新株予約権と引き換えに払い込みは要しない

新 株 予 約 権 の
行 使 に 際 し て
出 資 さ れ る
財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり  100円 新株予約権１個当たり  100円

（１株当たり 1円) （１株当たり 1円)

権 利 行 使 期 間
平成27年７月22日から
平成57年７月21日まで

平成28年７月26日から
平成58年７月25日まで

行 使 の 条 件 （注）７ （注）８

取 締 役 の 保 有 状 況
(社外取締役を除く)

新株予約権の数： 149個 新株予約権の数： 178個

目的となる株式数： 14,900株 目的となる株式数： 17,800株

保有者数： 7人 保有者数： 8人
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（注）１．新株予約権者は、平成21年10月２日から平成51年10月１日までの期間内において、

　　　　　当社の取締役、執行役員等の地位を喪失した日の翌日から10日を経過する日までの

　　　　　間に限り、新株予約権を行使することができるものとする。

　　　２．新株予約権者は、平成22年７月27日から平成52年７月26日までの期間内において、

　　　　　当社の取締役、執行役員等の地位を喪失した日の翌日から10日を経過する日までの

　　　　　間に限り、新株予約権を行使することができるものとする。

　　　３．新株予約権者は、平成23年８月９日から平成53年８月８日までの期間内において、

　　　　　当社の取締役、執行役員等の地位を喪失した日の翌日から10日を経過する日までの

　　　　　間に限り、新株予約権を行使することができるものとする。

　　　４．新株予約権者は、平成24年７月24日から平成54年７月23日までの期間内において、

　　　　　当社の取締役、執行役員等の地位を喪失した日の翌日から10日を経過する日までの

　　　　　間に限り、新株予約権を行使することができるものとする。

　　　５．新株予約権者は、平成25年７月23日から平成55年７月22日までの期間内において、

　　　　　当社の取締役、執行役員等の地位を喪失した日の翌日から10日を経過する日までの

　　　　　間に限り、新株予約権を行使することができるものとする。

　　　６．新株予約権者は、平成26年７月23日から平成56年７月22日までの期間内において、

　　　　　当社の取締役、執行役員等の地位を喪失した日の翌日から10日を経過する日までの

　　　　　間に限り、新株予約権を行使することができるものとする。

　　　７．新株予約権者は、平成27年７月22日から平成57年７月21日までの期間内において、

　　　　　当社の取締役、執行役員等の地位を喪失した日の翌日から10日を経過する日までの

　　　　　間に限り、新株予約権を行使することができるものとする。

　　　８．新株予約権者は、平成28年７月26日から平成58年７月25日までの期間内において、

　　　　　当社の取締役、執行役員等の地位を喪失した日の翌日から10日を経過する日までの

　　　　　間に限り、新株予約権を行使することができるものとする。
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(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権

　　　等の状況

名 称 第10回新株予約権

発 行 決 議 日 平成28年６月29日

新 株 予 約 権 の 数 142個

新株予約権の目的となる株式の種類と数
普通株式 14,200株

(新株予約権１個につき　100株)

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権と引き換えに払い込みは要しない

新 株 予 約 権 の 行 使 に 際 し て
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり  100円

（１株当たり 1円)

権 利 行 使 期 間
平成28年７月26日から
平成58年７月25日まで

行 使 の 条 件 （注）

当 社 執 行 役 員 へ の 交 付 状 況
( 取 締 役 を 除 く )

新株予約権の数： 142個

目的となる株式数： 14,200株

交付者数： 14人

（注）新株予約権者は、平成28年７月26日から平成58年７月25日までの期間内において、当社の

　　　取締役、執行役員等の地位を喪失した日の翌日から10日を経過する日までの間に限り、新

　　　株予約権を行使することができるものとする。

(3) その他の新株予約権等に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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４．会社役員の状況

(1) 取締役及び監査役の状況（平成29年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 西 村 善 治 社長執行役員

代表取締役副社長 豊 田 　 茂 副社長執行役員
管理本部
考査室
ＣＳＲ推進室　担当

取 締 役 蒲 池 哲 也 常務執行役員 管理本部長

取 締 役 下 田 敬 介 常務執行役員
西日本事業推進本部長
関西支店長

取 締 役 實 川 博 史 常務執行役員
東京本店長
東京本店ＮＴＴ本部長

取 締 役 尾 倉 史 晃 上席執行役員
エンジニアリングサービス統括本部長
東京本店調達戦略本部長

取 締 役 山 内 祐 治 上席執行役員
ＬＣ営業統括本部長
東京本店都市設備本部長

取 締 役 野 村 春 紀 相談役

取 締 役 楠 美 憲 章 山一電機株式会社社外取締役

取 締 役 渥 美 博 夫 渥美坂井法律事務所・外国法共同事業代表弁護士

常 勤 監 査 役 桑 原 亨 二

監 査 役 辰 村 裕 司

監 査 役 伊 藤 　 晶 公認会計士伊藤晶事務所

監 査 役 中 村 昌 光

（注）１．取締役楠美憲章氏、渥美博夫氏は社外取締役であります。

２．監査役桑原亨二氏、同辰村裕司氏、同伊藤　晶氏は社外監査役であります。

３．監査役桑原亨二氏は金融機関における長年の経験があり、財務及び会計に関する相当

程度の知見を有するものであります。

４．監査役伊藤　晶氏は公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度

の知見を有するものであります。

５．取締役楠美憲章氏、渥美博夫氏及び監査役桑原亨二氏、伊藤　晶氏につきましては、

東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。
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(2) 事業年度中に退任した取締役及び監査役

氏 名 退 任 日 退 任 事 由 退任時の地位・担当及び重要な兼職の状況

野 原 孝 之 平成28年６月29日 任 期 満 了
取締役
常務執行役員東京本店長
東京本店ＮＴＴ本部長

伊 藤 伸 一 平成28年６月29日 任 期 満 了
取締役
上席執行役員Ｅ＆Ｓビジネス推進本部長

(3) 取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 報 酬 等 の 総 額

取 締 役
（う　 ち　 社　 外　 取　 締　 役）

12名
(2名)

246百万円
(9百万円)

監 査 役
（う　 ち　 社　 外　 監　 査　 役）

4名
(3名)

25百万円
(21百万円)

合 計 16名 272百万円

（注）１．取締役の報酬限度額は、平成18年６月29日開催の第41回定時株主総会において年額

　　　　　220百万円以内（執行役員兼務取締役の執行役員分の給与を含む。）と決議いただい

          ており、その枠に対応した支給額は218百万円であります。

　　　２．平成21年６月26日開催の第44回定時株主総会において、上記１．とは別枠で株式報酬

型ストックオプションのための報酬等の限度額として、年額40百万円以内と決議いた

だいており、その枠に対応した支給額は取締役８名に対し26百万円であります。

３．監査役の報酬限度額は、平成18年６月29日開催の第41回定時株主総会において年額

　　36百万円以内と決議いただいております。

４．上記には当事業年度中に退任した取締役２名が含まれております。
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(4) 社外役員に関する事項

①　他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況、社外役員等として

の重要な兼任の状況及び当社と当該法人等との関係

区 分 氏 名 重要な兼職の状況 当 社 と の 関 係

社外取締役 楠 美 憲 章 山一電機株式会社社外取締役
特別の関係はありま
せん。

社外取締役 渥 美 博 夫
渥美坂井法律事務所・外国
法共同事業代表弁護士

特別の関係はありま
せん。

社外監査役 伊 藤 　 晶 公認会計士伊藤晶事務所
特別の関係はありま
せん。

②　当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

社 外 取 締 役 楠 美 憲 章
当事業年度中に開催の取締役会13回のう
ち､ 13回に出席しており、当社の経営に対
し、適宜有益な意見を述べております。

社 外 取 締 役 渥 美 博 夫
当事業年度中に開催の取締役会13回のう
ち､ 13回に出席しており、当社の経営に対
し、適宜有益な意見を述べております。

社 外 監 査 役 桑 原 亨 二

当事業年度中に開催の取締役会13回のうち
13回、監査役会15回のうち15回に出席して
おり、常勤監査役として適宜質問を行い、
意見を述べております。

社 外 監 査 役 辰 村 裕 司

当事業年度中に開催の取締役会13回のうち
13回、監査役会15回のうち15回に出席して
おり、他企業の経営経験者としての知見か
ら適宜質問を行い、意見を述べておりま
す。

社 外 監 査 役 伊 藤 　 晶

当事業年度中に開催の取締役会13回のうち
13回、監査役会15回のうち15回に出席して
おり、公認会計士としての見地から適宜質
問を行い、意見を述べております。

　③　責任限定契約の内容の概要
当社と各社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定

に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結し
ております。
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低限度額と

しております。
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５．会計監査人の状況

(1) 名称　　　　　　　　　　有限責任 あずさ監査法人

(2) 報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 45百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他
の財産上の利益の合計額

45百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

　　に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません

　　ので、当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載し

　　ております。

　　　２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積り

　　　　　の算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査

　　　　　人の報酬等の額について同意いたしました。

(3) 非監査業務の内容

該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要がある

と判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する

議案の内容を決定いたします。

また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目に該

当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任い

たします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される

株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたしま

す。
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６．業務の適正を確保するための体制
当社の業務の適正を確保するための体制について取締役会で決議した内容は

次のとおりであります。

(1) 当社及び子会社の取締役・使用人等の職務執行が法令・定款に適合するこ

とを確保するための体制

①　コンプライアンス体制にかかる規定を制定し、役員及び従業員が法令・

定款及び当社の行動指針を遵守した行動をとるための行動規範を定める。

また、その徹底を図るため、総務部においてコンプライアンスの取り組み

を横断的に統括することとし、同部を中心に役員及び従業員に教育を行う。

考査室は総務部と連携のうえ、コンプライアンスの状況を監査する。これ

らの活動は定期的に取締役会及び監査役会に報告されるものとする。法令

上疑義ある行為について役員及び従業員等が直接情報提供を行う手段とし

て「日比谷ホットライン」を活用する。

②　反社会的勢力からの不当な要求に対しては組織として毅然と対応し、一

切の関係を遮断する。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

文書規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書に記録し、保存する。

取締役及び監査役は常時、これらの文書を閲覧できるものとする。

(3) 当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規定その他の体制

当社は、取引先との契約時におけるリスク回避のための「受注審査基準」、

投資案件を審議する「投資等事前審議会」、資金運用を安全に実施するため

の「資金運用基準」、職場のセクハラ・パワハラ防止のための「ヘルプライ

ン」、その他「インサイダー取引規程」等を設けリスク対策を講じている。

今後は、これら施策を充実するとともに、コンプライアンス、環境、災害、

品質及び情報セキュリティ等に係るリスクについては、それぞれの担当部署

にて規則等を制定、研修の実施、マニュアルの作成・配布等を行うものとす

る。当社内の横断的リスク状況の監視及び全社的対応は総務部及び考査室が

行うものとする。新たに生じたリスクについては取締役会において速やかに

対応責任者となる取締役を定める。

(4) 当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する

　 ための体制

以下の経営管理システムを用いて、取締役の職務の執行の効率化を図る。

①　業務執行の合理化と責任の所在を明らかにするため、コーポレートガバ

ナンスの理念に基づく取締役会規程、組織規程、責任規程を定める。

②　執行役員を構成員とする経営会議の設置

③　取締役会による中期経営計画の策定、中期経営計画に基づく年度事業計

画の策定と、ＩＴを活用した月次・四半期業績管理の実施
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④　経営会議及び取締役会による月次業績の検討と改善策の実施

　(5) 当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための

　　　体制

①　各子会社の内部統制を担当する部署を企画部及び経理部とし、他の内部

統制主管部と連携し各子会社における内部統制の実効性を高める施策を実

施すると共に必要な各子会社への指導・支援を実施する。

②　当社取締役、本・支店長及び各子会社の社長は各部門の業務執行の適正

を確保する内部統制の確立と運用の権限と責任を有する。

③　当社の考査室は、当社及び各子会社の内部監査を実施し、その結果を企

画部及び経理部の担当取締役及び監査役に報告し、企画部及び経理部は必

要に応じて、内部統制の改善策の指導、実施の支援・助言を行う。

(6) 監査役がその補助すべき使用人等を置くことを求めた場合における当該使

用人等に関する体制並びにその使用人等の取締役からの独立性に関する事

項

  ①　監査役の下に監査役室を置き、監査役の職務を補助すべき従業員を配置

する。

　②　監査役より監査業務に必要な命令を受けた従業員はその命令に関して、

　　　取締役の指揮命令を受けないものとする。

(7) 当社及び子会社の取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他

の監査役への報告に関する体制

①　取締役、執行役員及び従業員は、監査役に対して、会社経営及び事業運

営上の重要事項並びに業務執行の状況及び結果について報告するものとす

る。重要事項にはコンプライアンスに関する事項、リスクに関する事項、

その他内部統制に関する事項及び「日比谷ホットライン」による通報の状

況を含むこととする。

②　取締役は、法令に違反する事実、会社に著しい損害を与える恐れのある

事実を発見した場合は速やかに監査役会に報告することとする。

③　監査役へ報告したことを理由として報告者に対し、不利益となる取扱い

を行わない。

(8) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①　監査役会と代表取締役との間の定期的な意見交換会を設定する。

②　取締役は、監査役の職務遂行にあたり、監査役が必要と認めた場合に､ 

弁護士、公認会計士等の外部専門家との連携を図れる環境を整備する。

③　監査役は、職務の執行に必要な費用について請求することができ、当社

は当該請求に基づき支払いを行う。

－ 18 －



７．業務の適正を確保するための体制の運用の概要
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ

の他会社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおり

です。

(1) コンプライアンス及びリスク管理体制

　　  当社グループは、社員就業規則、グループビジョン並びに倫理行動基準を

　　社内ホームページ等に掲載し、常時閲覧できるようにしております。

　　　また、内部統制基本方針に基づく事業年度毎のコンプライアンス活動やコ

　　ンプライアンス活動に係る研修の実施・計画等について、定期的に取締役会

　　及び経営会議に報告しております。

　    リスク管理については、各規程の整備で対応するとともに、管理本部を設

    置し、横断的なリスク管理体制を整備しており、また、日比谷ホットライン

    などのグループ全体の内部通報制度の充実等により未然の防止についても対

    応しております。

(2) 業務執行の適正性や効率性の向上

当社は、「取締役会規程」に基づく取締役会による決議の他、業務執行上

の重要事項の審議、事業戦略の策定、事業運営制度の検討などを行うため、

経営会議を開催するとともに、「組織規程」、「責任規程」に基づき、迅速

で適切な意思決定に努めております。

(3) 当社グループにおける業務の適正の確保

　当社は、「グループ会社管理規程」、「グループ会社協定書」、「グルー

プ会社経営会議」等に基づき、グループ会社の事業運営に係る重要事項が当

社に適切に報告され、所定の手続きに従って審議される体制を維持しており

ます。

(4) 監査役の監査が実効的に行われることの確保等

　　常勤監査役は、取締役会のほか経営会議等の社内の重要会議に出席すると

　ともに、取締役等から直接業務執行の状況について聴取を行っております。

　また、監査役会は、会計監査人、考査室との連携を図るとともに、代表取

締役や社外取締役との意見交換会を定期的に開催するなど、監査の実効性を

高めております。

８．会社の支配に関する基本方針

　当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関す

る基本方針については、特に定めておりません。

（注）　本事業報告中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成29年３月31日現在）

（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部) （負 債 の 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形・完成工事未収入金等

有 価 証 券

未 成 工 事 支 出 金 等

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

土 地

リ ー ス 資 産

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

退職給付に係る資産

繰 延 税 金 資 産

保 険 積 立 金

匿 名 組 合 出 資 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

56,229

11,345

41,102

968

711

1,304

812

△17

37,432

646

432

93

22

97

181

36,604

32,227

32

69

46

1,618

1,722

917

△29

流 動 負 債 28,974

支払手形・工事未払金等 20,826

リ ー ス 債 務 7

未 払 法 人 税 等 2,115

未 成 工 事 受 入 金 157

賞 与 引 当 金 3,015

完成工事補償引当金 53

工 事 損 失 引 当 金 315

資 産 除 去 債 務 136

そ の 他 2,346

固 定 負 債 967

リ ー ス 債 務 17

繰 延 税 金 負 債 582

退職給付に係る負債 340

資 産 除 去 債 務 12

そ の 他 15

負 債 合 計 29,942

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 58,352

資 本 金 5,753

資 本 剰 余 金 5,931

利 益 剰 余 金 49,292

自 己 株 式 △2,624

そ の 他 の 包 括
利 益 累 計 額

2,898

その他有価証券評価差額金 3,342

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 0

退職給付に係る調整累計額 △444

新 株 予 約 権 181

非支配株主持分 2,287

純 資 産 合 計 63,719

資 産 合 計 93,661 負 債 純 資 産 合 計 93,661
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連 結 損 益 計 算 書

(自　平成28年４月１日)至　平成29年３月31日
（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 78,387

売 上 原 価 64,342

売 上 総 利 益 14,045

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 8,436

営 業 利 益 5,608

営 業 外 収 益

受 取 利 息 58

受 取 配 当 金 182

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 998

そ の 他 138 1,377

営 業 外 費 用

支 払 利 息 2

そ の 他 7 9

経 常 利 益 6,976

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 254 254

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 7,231

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,105

法 人 税 等 調 整 額 △270 1,834

当 期 純 利 益 5,396

非支配株主に帰属する当期純利益 189

親会社株主に帰属する当期純利益 5,207
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連結株主資本等変動計算書

(自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 5,753 5,931 45,425 △1,909 55,200

当連結会計年度変動額

剰 余 金 の 配 当 △1,325 △1,325

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

5,207 5,207

自 己 株 式 の 取 得 △760 △760

自 己 株 式 の 処 分 △14 44 30

株主資本以外の項目の当連結
会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 )

当連結会計年度変動額合計 － － 3,867 △715 3,151

当連結会計年度末残高 5,753 5,931 49,292 △2,624 58,352

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

繰延ヘッジ
損 益

退職給付に係る
調 整
累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当連結会計年度期首残高 3,094 0 △557 2,537 162 2,045 59,947

当連結会計年度変動額

剰 余 金 の 配 当 △1,325

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

5,207

自 己 株 式 の 取 得 △760

自 己 株 式 の 処 分 30

株主資本以外の項目の当連結
会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 )

248 △0 112 360 18 241 620

当連結会計年度変動額合計 248 △0 112 360 18 241 3,772

当連結会計年度末残高 3,342 0 △444 2,898 181 2,287 63,719
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連結注記表

継続企業の前提に関する注記

　該当事項はありません。

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

１．連結の範囲に関する事項

　すべての子会社（３社）を連結しております。

連結子会社名　　　　　　　日比谷通商株式会社

ニッケイ株式会社

ＨＩＴエンジニアリング株式会社

２．持分法の適用に関する事項

　関連会社（１社）に関する投資について、持分法を適用しております。

持分法適用の関連会社名　　日本メックス株式会社

持分法非適用の関連会社名　岐阜大学総合研究棟ＳＰＣ株式会社

三条ユニバーシティーハウス株式会社

イー・エス遠州の森株式会社

　上記の持分法非適用の関連会社は、それぞれ当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の事業年度末日と連結決算日は一致しております。

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの…………………決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法

により算定）によっております。

時価のないもの…………………総平均法による原価法によっております。

②　たな卸資産

未成工事支出金等………………未成工事支出金の評価は個別法による原価法によって

おります。また、連結子会社の製品、仕掛品について

は個別法もしくは総平均法による原価法（収益性の低

下による簿価切り下げの方法）によっており、原材料

については最終仕入原価法（収益性の低下による簿価

切り下げの方法）によっております。
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

……………………定率法によっております。

ただし、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設

備及び構築物については、定額法によっております。

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に

規定する方法と同一の基準によっております。

②　無形固定資産（リース資産を除く）

……………………定額法によっております。

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっております。ただし、自社利用の

ソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用しております。

③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

……………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金…………………………売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため､ 

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金…………………………従業員賞与の支給に備えて、支給見込額基準相当額を

計上しております。

③　完成工事補償引当金………………完成工事に対する瑕疵担保補償の費用に備えるため､ 

過去の実績を基礎に将来の見込を加味して計上してお

ります。

④　工事損失引当金……………………受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計

年度末手持工事のうち損失の発生が見込まれ、かつ、

その金額を合理的に見積もることができる工事につい

て、損失見込額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

①　退職給付見込額の期間帰属方法

……………………退職給付の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会

計年度末までの期間に帰属させる方法については、期

間定額基準によっております。
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②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

……………………過去勤務費用は、各連結会計年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生し

た連結会計年度から費用処理しております。

③　小規模企業等における簡便法の採用

……………………一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給

付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給

額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用し

ております。

(5) 重要な収益及び費用の計上方法

売上高及び売上原価の計上基準………売上高の計上は、当連結会計年度末までの進捗部分に

ついて成果の確実性が認められる工事については工事

進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、

その他の工事については工事完成基準を適用しており

ます。

(6) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理……………………税抜方式によっております。

会計方針の変更に関する注記

平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取

扱い」（実務対応報告第32号  平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１

日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更してお

ります。

なお、この変更による連結計算書類に与える影響は軽微であります。

追加情報

繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号  平成28年３

月28日）を当連結会計年度より適用しております。
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連結貸借対照表に関する注記

１．未成工事支出金等の内訳

未成工事支出金 160百万円

商品及び製品 283百万円

仕掛品 37百万円

原材料 229百万円

計 711百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 2,004百万円

３．関連会社に対するもの

投資有価証券（株式） 19,135百万円

連結損益計算書に関する注記

売上原価に含まれる工事損失引当金繰入額 309百万円
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連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類
当連結会計年度期首
株  式  数  ( 株 )

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株  式  数  ( 株 )

普 通 株 式 31,000,309 － － 31,000,309

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類
当連結会計年度期首
株  式  数  ( 株 )

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株  式  数  ( 株 )

普 通 株 式 1,642,000 462,671 32,000 2,072,671

（注）１　増加は、自己株式の取得による増加462,200株、単元未満株式の買取による増加471株

であります。

２　減少は、ストック・オプションの行使による減少32,000株であります。

３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

平成28年６月29日
定 時 株 主 総 会

普通株式 590 20.00 平成28年３月31日 平成28年６月30日

平成28年11月８日
取 締 役 会

普通株式 734 25.00 平成28年９月30日 平成28年12月５日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる

もの

平成29年６月29日開催予定の定時株主総会において、次の議案を付議いたします。

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

平成29年６月29日
定 時 株 主 総 会

普通株式 利益剰余金 727 25.00 平成29年３月31日 平成29年６月30日

４．新株予約権等に関する事項

区 分 内 訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株)
当連結会計
年度末残高
(百万円)

当連結会計
年 度 期 首

当連結会計
年 度 増 加

当連結会計
年 度 減 少

当連結会計
年 度 末

提出会社

ストック・
オプション
と し て の
新株予約権

－ － － － － 181
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金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

　(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループでは、手元流動性より運転資金及び新たな事業投資、政策投資資金を控除し

た余裕資金の範囲内で資金運用を行っております。

　デリバティブ取引は積極的に投機目的で行うものではなく、十分なシミュレーションを行

ったうえリスク管理が可能な範囲においての金融資産の効率運用に限り利用する場合があり

ます。

　(2) 金融商品の内容及び当該金融商品に関するリスク

　当社グループの保有する営業債権（受取手形・完成工事未収入金等）は、債務者の財務状

態が悪化することによって債権の回収ができない状態になる信用リスクにさらされておりま

す。また、外貨建営業債権及び外貨建営業債務は、為替の変動リスクにさらされております

が、原則として先物為替予約を利用してヘッジしております。

　当社グループでは、主として事業上の政策投資を目的とした、有価証券、投資有価証券及

びその他投資等を保有しております。これらの有価証券等は信用リスクに加え、金利・為替・

市場価格等の変化により損失を被る市場リスクにさらされております。

　デリバティブ取引は、主に外貨建営業債権及び外貨建営業債務に係る為替の変動リスクに

対するヘッジを目的とした先物為替予約取引であります。

　(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスクの管理

　当社は、営業債権については営業管理規程に従い、取引の開始に当たっては取引先の信用

情報を入手分析すること、信用状況に応じて受注審査協議の決裁を得ること等により受注段

階における信用リスクの管理を行うとともに、取引先の状況を定期的にモニタリングし、財

政状態等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社について

も、当社の営業管理規程に準じて、同様の管理を行っております。

　有価証券及び投資有価証券等のうち、債券については格付けの高い債券のみを保有対象と

しているため、信用リスクは僅少であります。

②市場リスクの管理

　有価証券及び投資有価証券等は、安全性を基本とした資金運用基準に従い、財務部で格付

け及び利回り、リスク内容等を検討したうえ、決裁権限者による承認を得るとともに、月次

にて取引実績、時価情報等を報告しております。また、四半期毎に運用実績及びリスクの状

況等を経営会議に報告するものとしております。

　なお、期限の定めのある債券以外のものについては、取引先との関係を勘案して、保有状

況を継続的に見直しております。
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２．金融商品の時価等に関する事項

平成29年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりま

せん（(注)２.を参照ください。）。

連結貸借対照表

計上額（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1)現金及び預金 11,345 11,345 －

(2)受取手形・完成工事未収入金等 41,102 41,102 －

(3)有価証券及び投資有価証券 12,597 12,597 －

資産計 65,045 65,045 －

支払手形・工事未払金等 20,826 20,826 －

負債計 20,826 20,826 －

（注）１　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産

(1)現金及び預金、(2)受取手形・完成工事未収入金等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額に近似しているこ

とから、当該帳簿価額によっております。

(3)有価証券及び投資有価証券

　これらの時価は、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は

取引金融機関等から提示された価格によっております。

負　債

支払手形・工事未払金等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額に近似しているこ

とから、当該帳簿価額によっております。
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２　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式（＊１） 20,599

匿名組合出資金（＊２） 1,722

(＊１)非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認

められることから、「(3)有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

(＊２)匿名組合出資金については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、時価開示の対象には含めておりません。

３　金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定

１年以内

（百万円）

１年超

５年以内

（百万円）

５年超

10年以内

（百万円）

10年超

（百万円）

 現金及び預金 11,345 － － －

 受取手形・完成工事未収入金等 41,005 97 － －

 有価証券及び投資有価証券

その他有価証券のうち満期

があるもの

(1)社債 400 － － 500

(2)その他 500 2,100 － －

 匿名組合出資金 － 1,222 500 －

合計 53,251 3,420 500 500

１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 2,117円40銭

１株当たり当期純利益 178円49銭

その他の注記

　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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貸　借　対　照　表
（平成29年３月31日現在）

（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

完 成 工 事 未 収 入 金

有 価 証 券

未 成 工 事 支 出 金

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

電 話 加 入 権

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関係会社長期貸付金

破 産 更 生 債 権 等

前 払 年 金 費 用

差 入 保 証 金

保 険 積 立 金

匿 名 組 合 出 資 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

46,211

7,540

406

35,307

968

121

1,176

556

135

△1

17,238

580

402

0

61

93

22

154

136

17

16,503

11,589

421

31

15

430

678

1,601

1,722

37

△26

( 負 債 の 部 ）

流 動 負 債 24,416

支 払 手 形 370

工 事 未 払 金 16,612

リ ー ス 債 務 7

未 払 金 70

未 払 費 用 285

未 払 法 人 税 等 1,892

未 成 工 事 受 入 金 157

預 り 金 40

賞 与 引 当 金 2,727

完成工事補償引当金 53

工 事 損 失 引 当 金 315

資 産 除 去 債 務 136

そ の 他 1,745

固 定 負 債 409

リ ー ス 債 務 17

繰 延 税 金 負 債 303

退 職 給 付 引 当 金 72

資 産 除 去 債 務 12

そ の 他 3

負 債 合 計 24,826

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 35,838

資 本 金 5,753

資 本 剰 余 金 5,931

資 本 準 備 金 5,931

利 益 剰 余 金 26,765

利 益 準 備 金 1,270

そ の 他 利 益 剰 余 金

土 地 圧 縮 積 立 金 1

配 当 準 備 積 立 金 320

別 途 積 立 金 18,370

繰 越 利 益 剰 余 金 6,803

自 己 株 式 △2,612

評価・換算差額等 2,603

その他有価証券評価差額金 2,602

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 0

新 株 予 約 権 181

純 資 産 合 計 38,623

資 産 合 計 63,449 負 債 純 資 産 合 計 63,449
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損　益　計　算　書

(自　平成28年４月１日)至　平成29年３月31日
（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 68,449

売 上 原 価 56,873

売 上 総 利 益 11,576

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 6,718

営 業 利 益 4,858

営 業 外 収 益

受 取 利 息 57

受 取 配 当 金 184

そ の 他 138 380

営 業 外 費 用

支 払 利 息 2

そ の 他 15 17

経 常 利 益 5,221

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 254 254

税 引 前 当 期 純 利 益 5,476

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,811

法 人 税 等 調 整 額 △251 1,560

当 期 純 利 益 3,915
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株主資本等変動計算書

(自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本
剰 余 金

利 益 剰 余 金

資本準備金
資本剰余金
合 計

利 益
準 備 金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計土地圧縮

積 立 金
配当準備
積 立 金

別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 5,753 5,931 5,931 1,270 1 320 18,370 4,228 24,190

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △1,325 △1,325

当 期 純 利 益 3,915 3,915

自己株式の取得

自己株式の処分 △14 △14

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額(純 額)

当期変動額合計 － － － － － － － 2,575 2,575

当 期 末 残 高 5,753 5,931 5,931 1,270 1 320 18,370 6,803 26,765

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

新株予約権 純資産合計
自 己 株 式

株 主 資 本
合 計

その他有価証券

評 価 差 額 金
繰延ヘッジ
損 益

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △1,896 33,978 2,517 0 2,517 162 36,659

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △1,325 △1,325

当 期 純 利 益 3,915 3,915

自己株式の取得 △760 △760 △760

自己株式の処分 44 30 30

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額(純 額)

85 △0 85 18 103

当期変動額合計 △715 1,860 85 △0 85 18 1,963

当 期 末 残 高 △2,612 35,838 2,602 0 2,603 181 38,623
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個別注記表

継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

①　子会社株式及び関連会社株式……総平均法による原価法によっております。

②　その他有価証券

時価のあるもの…………………決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法

により算定）によっております。

時価のないもの…………………総平均法による原価法によっております。

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

未成工事支出金………………………個別法による原価法によっております。

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

………………………定率法によっております。

ただし、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設

備及び構築物については、定額法によっております。

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に

規定する方法と同一の基準によっております。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

………………………定額法によっております。

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっております。ただし、自社利用の

ソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用しております。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

………………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金……………………………売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため､ 

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金……………………………従業員賞与の支給に備えて、支給見込額基準相当額を

計上しております。

(3) 完成工事補償引当金…………………完成工事に対する瑕疵担保補償の費用に備えるため､ 

過去の実績を基礎に将来の見込を加味して計上してお

ります。
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(4) 工事損失引当金………………………受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度

末手持工事のうち損失の発生が見込まれ、かつ、その

金額を合理的に見積もることができる工事について、

損失見込額を計上しております。

(5) 退職給付引当金………………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産に基づき、当事業年度末

において発生していると認められる額を退職給付引当

金又は前払年金費用として計上しております。

①　退職給付見込額の期間帰属方法

……………………退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事

業年度末までの期間に帰属させる方法については、期

間定額基準によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

……………………過去勤務費用は、各事業年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による

定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生した事業

年度から費用処理しております。

４．重要な収益及び費用の計上基準

売上高及び売上原価の計上基準…………売上高の計上は、当事業年度末までの進捗部分につい

て成果の確実性が認められる工事については工事進行

基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その

他の工事については工事完成基準を適用しております。

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) 退職給付に係る会計処理……………退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過

去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結計算

書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっており

ます。

(2) 消費税等の会計処理…………………税抜方式によっております。
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会計方針の変更に関する注記

平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取

扱い」（実務対応報告第32号  平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以

後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しておりま

す。

なお、この変更による計算書類に与える影響は軽微であります。

追加情報

繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号  平成28年３

月28日）を当事業年度より適用しております。

貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 1,475百万円

２．関係会社に対する金銭債権、債務

短期金銭債権 136百万円

短期金銭債務 2,063百万円

長期金銭債権 31百万円

損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

売上高 329百万円

仕入高 5,662百万円

その他の営業取引高 146百万円

営業取引以外の取引高 26百万円

株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類
当 事 業 年 度 期 首
株  式  数  ( 株 )

当 事 業 年 度 増 加
株  式  数  ( 株 )

当 事 業 年 度 減 少
株  式  数  ( 株 )

当 事 業 年 度 末
株  式  数  ( 株 )

普 通 株 式 1,451,309 462,671 32,000 1,881,980

（注）１　増加は、自己株式の取得による増加462,200株、単元未満株式の買取による増加471株

であります。

２　減少は、ストック・オプションの行使による減少32,000株であります。
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税効果会計に関する注記

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 百万円

有価証券評価損 199

未払事業税等 114

賞与引当金 841

工事損失引当金 97

退職給付引当金 514

その他有価証券評価差額金 4

その他 425

繰延税金資産小計 2,198

評価性引当額 △365

繰延税金資産合計 1,833

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △922

その他 △37

繰延税金負債合計 △960

繰延税金資産の純額 872

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当

該差異の原因となった主要な項目別の内訳

％

法定実効税率 30.9

（調整）

永久に損金に算入されない項目 0.4

永久に益金に算入されない項目 △0.3

住民税均等割 0.7

所得拡大促進税制税額控除 △2.6

その他 △0.6

税効果会計適用後の法人税等の負担率 28.5
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関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等

種 類 会社等の名称
資本金又
は出資金
(百万円)

事 業 の
内 容

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科 目
期末残高
(百万円)

子会社
日 比 谷 通 商
株 式 会 社

(資本金)
75

設備機器
販売事業

直接73.7
設備機器
の仕入

設備機器
の仕入等

4,419 工事未払金 1,648

（注）１　基本契約に基づき、価格条件は価格交渉の上決定し、決済条件は一般取引先と同様と

しております。

２　取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 1,320円20銭

１株当たり当期純利益 133円34銭

その他の注記

　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書

平成29年５月11日

日比谷総合設備株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 縄 田 直 治 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 石 野 研 司 

  当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、日比谷総合設備株式

会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の連結計

算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動

計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

  経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これに

は、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが

含まれる。

監査人の責任

  当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場

から連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が

国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかど

うかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき

監査を実施することを求めている。
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  監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手す

るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又

は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択

及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するた

めのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応

じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に

関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針

及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。

  当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した

と判断している。

監査意見

  当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、日比谷総合設備株式会社及び連結子

会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以  上
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会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書

平成29年５月11日

日比谷総合設備株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 縄 田 直 治 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 石 野 研 司 

  当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、日比谷総合設

備株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第52期事業年度

の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及

び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することに

ある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びそ

の附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統

制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

  当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場

から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監

査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書

に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査

計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
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　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監

査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断

により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示

のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の

有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク

評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算

書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す

る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経

営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附

属明細書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した

と判断している。

監査意見

  当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びそ

の附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

利害関係

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告書　謄本

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第52期事業
年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ
き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の
　　実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査
　　人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を
　　求めました。
(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方
　　針、職務の分担等に従い、取締役、考査室その他の使用人等と意思疎
　　通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下
　　の方法で監査を実施しました。
　①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職
　　務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な
　　決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の
　　状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役
　　及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社
　　から事業の報告を受けました。
　②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合
　　することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成
　　る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施
　　行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会
　　決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シス
　　テム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況に
　　ついて定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明い
　　たしました。
　③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している
　　かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況
　　について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監
　　査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」
　　（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管
　　理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備してい
　　る旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細
書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個
別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、

　連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について
　検討いたしました。
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を

　正しく示しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反

　する重大な事実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま

　す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取

  締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であ

　ると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であ

　ると認めます。

平成29年５月12日

日比谷総合設備株式会社　監査役会

常勤監査役(社外監査役) 桑 原 亨 二 

監査役(社外監査役) 辰 村 裕 司 

監査役(社外監査役) 伊 藤 　 晶 

監査役 中 村 昌 光 

以　上
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株主総会参考書類

 議案及び参考事項

第１号議案　剰余金の処分の件

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題として位置付

け、長期的な視点に立ち連結業績を考慮しながら、安定的かつ継続的に配

当を行うことを基本方針としております。

この方針のもと、期末配当につきましては、以下のとおりといたしたい

と存じます。

(1) 配当財産の種類

　金銭といたします。

(2) 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき金25円といたしたいと存じます。

　なお、この場合の配当総額は727,958,225円となります。

　また、当社は中間配当金として１株につき25円をお支払いして

　おりますので、当期の年間配当金は１株につき50円となります。

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

　平成29年６月30日といたしたいと存じます。
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第２号議案　取締役９名選任の件

取締役全員（10名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、

取締役９名の選任をお願いいたしたいと存じます。

取締役候補者は次のとおりであります。

候補者

番　号

氏 名

（生年月日）
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する当社

株 式 の 数

１
にし

西
むら

村
よし

善
はる

治

(昭和29年３月27日生)

昭和51年４月　日本電信電話公社入社

平成11年７月　日本電信電話㈱第一部門担当部長

平成12年７月　東日本電信電話㈱総務部不動産

企画室長

平成16年７月　エヌ・ティ・ティ都市開発㈱開

発推進部部長

平成17年６月　同社取締役経営企画部長

平成20年６月　同社取締役開発推進部長

平成22年６月　同社常務取締役開発推進部長

平成24年６月　同社常務取締役ビル事業本部長

平成25年６月　同社代表取締役副社長

平成28年６月　当社代表取締役社長　社長執行

役員

　　　　　　　現在に至る

6,598株

２

とよ

豊
だ

田
 

　
しげる

茂

(昭和30年９月27日生)

昭和53年４月　日本電信電話公社入社

平成６年７月　日本電信電話㈱東海支社経営企

画部長

平成11年７月　同社第四部門担当部長

平成16年７月　東日本電信電話㈱財務部長

平成19年６月　同社取締役神奈川支店長

平成22年６月　当社代表取締役副社長　副社長

執行役員

　　　　　　　現在に至る

18,399株
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候補者

番　号

氏 名

（生年月日）
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する当社

株 式 の 数

３

かま

蒲
ち

池
てつ

哲
や

也

(昭和30年11月21日生)

昭和53年４月　当社入社

平成13年６月　当社統括本部経理部長

平成14年12月　当社財務部長

平成18年６月　当社執行役員財務部長

平成20年６月　当社執行役員財務部長兼業務ソ

リューション部長

平成21年６月　当社執行役員企画部長兼業務ソ

リューション部長

平成22年６月　当社取締役執行役員企画部長兼

業務ソリューション部長

平成23年６月　当社取締役執行役員企画部長

平成25年６月　当社取締役常務執行役員企画部長

平成27年６月　当社取締役常務執行役員管理本

部長兼管理本部企画部長

平成28年６月　当社取締役常務執行役員管理本

部長

　　　　　　　現在に至る

14,893株

４

しも

下
だ

田
けい

敬
すけ

介

(昭和29年11月27日生)

昭和54年４月　当社入社

平成17年４月　当社大阪支店工事統括部第１工

事部長

平成21年11月　当社大阪支店工事部門長

平成22年６月　当社東京本店ＮＴＴ本部工事部

門長

平成23年６月　当社執行役員東京本店ＮＴＴ本

　　　　　　　部副本部長兼工事部門長

平成24年６月　当社取締役執行役員大阪支店長

兼西日本事業推進本部長

平成26年６月　当社取締役上席執行役員大阪支

店長兼西日本事業推進本部長

平成27年６月　当社取締役常務執行役員西日本

事業推進本部長兼大阪支店長

平成28年９月　当社取締役常務執行役員西日本

事業推進本部長兼関西支店長

　　　　　　　現在に至る

10,008株
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候補者

番　号

氏 名

（生年月日）
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する当社

株 式 の 数

５

じつ

實
かわ

川
ひろ

博
し

史

(昭和32年４月27日生)

昭和57年４月　日本電信電話公社入社

平成23年９月　㈱エヌ・ティ・ティ　ファシリ

              ティーズ営業本部副本部長

平成25年４月　当社入社、東京本店ＮＴＴ本部

　　　　　　　副本部長

平成25年６月　当社執行役員東京本店エンジニ

アリング本部長兼ＮＴＴ本部副

本部長

平成26年６月　当社上席執行役員技術統括部長

兼東京本店エンジニアリング本

部長

平成27年６月　当社取締役上席執行役員技術統

括部長兼東京本店エンジニアリ

ング本部長

平成28年６月　当社取締役常務執行役員東京本

店長兼東京本店ＮＴＴ本部長

　　　　　　　 現在に至る

7,836株

６

やま

山
うち

内
ゆう

祐
じ

治

(昭和32年５月28日生)

昭和54年４月　当社入社

平成17年７月　当社東京本店ＮＴＴ本部営業部

門第２営業部長

平成23年７月　当社営業統括部長

平成24年６月　当社執行役員営業統括部長

 平成26年６月　当社上席執行役員営業統括部長

平成27年６月　当社取締役上席執行役員営業統括

部長兼東京本店都市設備本部長

平成28年６月　当社取締役上席執行役員ＬＣ営業

統括本部長兼東京本店都市設備本

部長

　　　　　　　現在に至る

7,150株
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候補者

番　号

氏 名

（生年月日）
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する当社

株 式 の 数

７
くす

楠
み

美
けん

憲
しょう

章

(昭和15年２月１日生)

昭和38年４月　日産自動車㈱入社

平成３年６月　同社取締役

平成７年６月　同社常務取締役

平成10年６月　同社代表取締役副社長

平成12年７月　日産不動産㈱代表取締役社長

平成14年６月　日産車体㈱監査役

平成14年６月　カルソニックカンセイ㈱監査役

平成17年７月　中小企業・地域シェアドサービ

ス㈱代表取締役社長

平成21年６月　当社社外取締役

              現在に至る

平成27年６月　山一電機㈱社外取締役

　　　　　　　現在に至る

（重要な兼職の状況）

山一電機㈱社外取締役

0株

８

あつ

渥
み

美
ひろ

博
お

夫

(昭和23年４月18日生)

昭和52年４月　弁護士登録、田中・高橋事務所

入所

昭和57年１月　ニューヨーク州弁護士資格取得

平成２年２月　ブレークモア法律事務所入所

平成６年８月　渥美・白井法律事務所（現渥美

坂井法律事務所・外国法共同事

業）設立

　　　　　　　現在に至る

平成24年６月　当社社外取締役

　　　　　　　現在に至る

（重要な兼職の状況）

渥美坂井法律事務所・外国法共同事業代表弁護士

0株
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候補者

番　号

氏 名

（生年月日）
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する当社

株 式 の 数

９

※
はし

橋
 

　
もと

本
 

　
せい

誠
 

　
いち

一

(昭和29年5月6日生)

昭和53年４月　麒麟麦酒㈱入社

平成11年１月　同社マーケティング部商品開発

研究所長

平成18年３月　同社西日本流通本部長

平成20年３月　キリンヤクルトネクストステー

ジ㈱代表取締役社長

平成21年３月　麒麟麦酒㈱執行役員企画部長

平成22年３月　同社取締役企画部長

平成23年３月　同社常務取締役企画部長

平成24年３月　キリンホールディングス㈱常務

取締役

平成25年３月　キリン㈱常務取締役ＣＳＶ本部長

平成26年３月　同社常務取締役ＣＳＶ本部長、

ＣＭＯ

平成27年３月　キリンホールディングス㈱常務

執行役員兼キリン㈱取締役常務

執行役員ＣＳＶ本部長、ＣＭＯ

0株

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

　　　２．※印は新任候補者であります。

　　　３．楠美憲章、渥美博夫、橋本誠一の各氏は、社外取締役候補者であります。

　　　４．社外取締役候補者の選任理由

社外取締役候補者楠美憲章、橋本誠一の両氏につきましては、経営者としての豊富な

経験と幅広い見識を当社の経営に活かしていただきたいため、社外取締役として選任

をお願いするものであります。

社外取締役候補者渥美博夫氏につきましては、法律に精通した弁護士としての専門的

な知識・経験等を当社の経営に活かしていただきたいため、社外取締役として選任を

お願いするものであります。なお、同氏は会社の経営に関与したことがありませんが

（ただし、日本で有数の法律事務所である渥美坂井法律事務所・外国法共同事業の主

要経営者として、同事務所の経営に長年関与しております。）、上記の理由により、

社外取締役としての職務を適切に遂行できると判断いたしました。

５．社外取締役候補者が社外取締役に就任してからの年数

社外取締役候補者楠美憲章氏の当社社外取締役の在任期間は、本定時株主総会終結の

時をもって８年であります。

社外取締役候補者渥美博夫氏の当社社外取締役の在任期間は、本定時株主総会終結の

時をもって５年であります。
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　　　６．当社は、社外取締役候補者楠美憲章及び渥美博夫の両氏との間で会社法第427条第１項

の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しておりま

す。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額としており、両氏が

再任された場合は、当該契約を継続する予定であります。また、社外取締役候補者橋

本誠一氏の選任が承認された場合には、同様の責任限定契約を締結する予定でありま

す。

　　　７．社外取締役候補者楠美憲章及び渥美博夫の両氏につきましては、東京証券取引所に対

し独立役員として届け出ております。両氏が再任された場合は、当社は引き続き両氏

を独立役員として届け出る予定であります。また、社外取締役候補者橋本誠一氏は、

東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、独立役員として届け

出る予定であります。

　　　８．所有する当社株式の数には、役員持株会名義で所有する持分株式数を含んでおります。
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第３号議案　取締役等に対する業績連動型株式報酬等の額および内容決定の件

１．提案の理由および当該報酬を相当とする理由

当社の取締役（社外取締役および国内非居住者を除く。以下本議案にお

いて同じ。）の報酬は、「基本報酬」、「賞与」および「株式報酬型スト

ックオプション」で構成されていますが、新たに、当社の取締役および執

行役員（以下「取締役等」という。）を対象に、業績目標の達成度等に応

じて当社株式の交付を行う業績連動型の株式報酬制度（以下「本制度」と

いう。）の導入をお願いするものであります。

本制度の導入は、取締役等の報酬と当社の株式価値との連動性をより明

確にし、中期経営計画における業績目標達成および中長期的な企業価値向

上への貢献意欲を高めることを目的としており、導入は相当であると考え

ております。

本議案は、平成18年６月29日開催の第41回定時株主総会においてご承認

いただきました取締役の報酬限度額（年額220百万円以内。ただし、執行役

員兼務取締役の執行役員分の給与を含む。）および平成21年６月26日開催

の第44回定時株主総会においてご承認いただきました株式報酬型ストック

オプションのための報酬等の限度額（年額40百万円以内）とは別枠で、取

締役等に対して株式報酬を支給する旨のご承認をお願いするものでありま

す。

なお、第２号議案「取締役９名選任の件」が原案通り承認可決されます

と本制度の対象となる取締役は６名（執行役員は15名）となります。

２．本制度における報酬等の額および内容等

（１）本制度の概要

本制度は、当社が拠出する取締役等の報酬額を原資として当社株式が信

託を通じて取得され、取締役等に当社株式および当社株式の換価処分金相

当額の金銭（以下「当社株式等」という。）の交付および給付（以下「交

付等」という。）が行われる株式報酬制度です（詳細は下記（２）以降の

とおり。）。

①本制度の対象となる当社
株式等の交付等の対象者

・当社の取締役および執行役員（社外取締
役および国内非居住者を除く。）
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②本制度の対象となる当社株式が発行済株式の総数に与える影響

当社が拠出する金員の上限
（下記（2）のとおり。）

・3事業年度を対象として、合計600百万円

当社株式の取得方法（下記
（2）のとおり。）および取
締役等が取得する当社株式
等の数の上限
（下記（3）のとおり。）

・当社株式は、当社（自己株式処分）また
は株式市場から取得予定

・取締役等に付与される１年あたりのポイ
ントの総数の上限は、130,000ポイント

・取締役等に付与される１年あたりのポイ
ントの総数の上限に相当する株式数の当
社発行済株式総数（平成29年３月31日時
点。自己株式控除後。）に対する割合は
約0.45％

③業績達成条件の内容
（下記（3）のとおり。）

・中期経営計画に掲げる各事業年度の連結
営業利益および親会社株主に帰属する当
期純利益の目標を達成した場合を100％
として、目標達成度に応じて0％から
200％の範囲で変動

④取締役等に対する当社株
式等の交付等の時期

（下記（4）のとおり。）

・信託期間中の毎年６月下旬

・取締役等は、本制度を通じて取得した当
社株式を、退任後１年が経過するまでは
継続保有する旨の契約を当社との間で締
結

（２）当社が拠出する金員の上限

本制度は、連続する３事業年度（当初は、平成30年３月31日で終了する

事業年度から平成32年３月31日で終了する事業年度までの３事業年度とし、

本（２）第３段落の信託期間の延長が行われた場合には、以降の各３事業

年度とする。以下「対象期間」という。）を対象とします。

当社は、対象期間ごとに合計600百万円を上限とする金員を、当社の取締

役等への報酬として拠出し、受益者要件を充足する取締役等を受益者とす

る信託期間３年間の信託（以下「本信託」という。）を設定（本（２）第

３段落の信託期間の延長を含む。以下同じ。）します。本信託は、信託管

理人の指図に従い、信託された金員を原資として当社株式を当社（自己株

式処分）または株式市場から取得します。当社は、信託期間中、取締役等

に対するポイント（下記（３）のとおり。）の付与を行い、本信託は当社

株式等の交付等を行います。
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なお、本信託の信託期間の満了時において、新たな本信託の設定に代え

て信託契約の変更および追加信託を行うことにより、本信託を継続するこ

とがあります。その場合、当初の信託期間と同一期間だけ本信託の信託期

間を延長し、信託期間の延長以降の３事業年度を対象期間とします。当社

は、延長された信託期間ごとに、合計600百万円の範囲内で追加拠出を行

い、引き続き延長された信託期間中、取締役等に対するポイントの付与を

継続し、本信託は、延長された信託期間中、当社株式等の交付等を継続し

ます。ただし、かかる追加拠出を行う場合において、延長する前の信託期

間の末日に信託財産内に残存する当社株式および金銭（以下「残存株式等」

という。）があるときは、残存株式等の金額と追加拠出される信託金の合

計額は、600百万円の範囲内とします。

（３）取締役等が取得する当社株式数の算定方法と上限

信託期間中の毎年６月１日に、同年３月31日で終了する事業年度（初回

は平成30年３月31日で終了する事業年度。）における中期経営計画に掲げ

る業績目標に対する達成度および役位に応じて、以下の算定方法にしたが

って、取締役等に一定のポイントが付与されます※１。取締役等には、付与

されたポイントに応じて当社株式等の交付等が行われます。

　※１　付与ポイント＝役位別基本ポイント×業績連動係数※２

　※２　業績連動係数は、中期経営計画に掲げる各事業年度の連結営業利

益および親会社株主に帰属する当期純利益の目標を達成した場合

を100％として、目標達成度に応じて０％から200％の範囲で変動

します。

１ポイントは当社株式１株とします。ただし、信託期間中に当社株式の

株式分割・株式併合等のポイントの調整を行うことが公正であると認めら

れる事象が生じた場合、分割比率・併合比率等に応じて、１ポイントあた

りの当社株式数の調整がなされます。

当社の取締役等に付与される１年あたりのポイントの総数は130,000ポ

イントを上限とします。そのため、対象期間において、本信託が取得する

株式数（以下「取得株式数」という。）は、かかる年間付与ポイントの上

限に信託期間の年数３を乗じた数に相当する株式数（390,000株※３）が上

限となります。

　※３　上記第２段落の調整がなされた場合、その調整に応じて、取得株

式数の上限も調整されます。
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（４）取締役等に対する当社株式等の交付等の時期

受益者要件を充足した取締役等は、信託期間中の毎年６月下旬に、上記

（３）に基づき算出されるポイントに応じた当社株式等の交付等を受ける

ものとします。このとき、当該取締役等は、当該ポイントの50％に相当す

る数の当社株式（単元未満株式は切り捨て）について交付を受け、残りに

ついては本信託内で換価した上で、換価処分金相当額の金銭の給付を受け

るものとします。また、取締役等は、本制度を通じて取得した当社株式を、

退任後１年が経過するまでは継続保有する旨の契約を当社との間で締結す

るものとします。

なお、ポイントの付与後、当該ポイントに応じた当社株式等の交付等が

行われる前に取締役等が死亡した場合、当該ポイントに応じた当社株式に

ついて、そのすべてを本信託内で換価した上で、その換価処分金相当額の

金銭の給付を当該取締役等の相続人が受けるものとします。また、ポイン

トの付与後、当該ポイントに応じた当社株式等の交付等が行われる前に取

締役等が海外赴任により国内非居住者となった場合、当該ポイントに応じ

た当社株式について、そのすべてを本信託内で換価した上で、当該取締役

等が換価処分金相当額の金銭の給付を本信託から受けるものとします。

（５）当社株式に関する議決権

本信託内の当社株式については、経営への中立性を確保するため、信託

期間中、議決権は行使されないものとします。

（６）本信託内の当社株式の剰余金配当の取扱い

本信託内の当社株式に係る剰余金配当は本信託が受領し、本信託の信託

報酬・信託費用に充てられます。信託報酬・信託費用に充てられた後、信

託終了時に残余が生じた場合には、取締役等に対して給付されることにな

ります。

（７）その他の本制度の内容

本制度に関するその他の内容については、本信託の設定、信託契約の変

更および本信託への追加拠出の都度、取締役会において定めます。

なお、本制度の詳細については、平成29年５月19日付｢役員向け業績連動

型株式報酬制度の導入に関するお知らせ｣をご参照ください。

以　上
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